
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 26 年度
 

第137回 日商簿記試験対策 
 

ラストスパート模試 

 

 
 

商 業 簿 記・会 計 学 

(午前９時開始 制限時間 １時間30分) 
 
 
 
 
 
 
 

(実際の試験では以下の文言が記載されています。) 

受験者への注意事項 

１．答案用紙は、持ち帰りできませんので必ず提出してください。持ち 

帰った場合は失格となり、以後の受験をお断りする場合があります。 

２．答えは定められたところにていねいに書いてください。 

３．答案の記入にあたっては、黒鉛筆または黒シャープペンを使用して 

ください。 

 
 

 

 

 
 
  

受験 
番号 

         
(禁無断転載) 
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紙
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 商  業  簿  記  
     

商・会 2 - 1  

問題（25点） 

 下記の資料にもとづき、次の問に答えなさい。なお、金額がマイナスの場合は△を付すこと。 

問１ Ｐ社の当期(×５年４月１日から×６年３月31日)の連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変

動計算書を完成させなさい。 

問２ Ｐ社の当期の連結包括利益計算書およびその他の包括利益の組替調整額の注記を完成させなさい。 

 

[解答上の注意] 

１ 連結上生じる修正については税効果を考慮(のれんを除く)することとし、法定実効税率は毎期40％とする。

繰延税金資産と繰延税金負債は長期・短期の区別をし、相殺して表示すること。 

２ のれんは発生年度の翌年度より10年間にわたって毎期均等額を償却する。 

３ 期中および期末における会計処理は、未達取引を除き適切である。 

 

[資 料] 

１ Ｐ社の当期末における有価証券の保有状況は、次のとおりである。 

銘  柄 取得原価 ×５年３月末時価 ×６年３月末時価 分  類 

Ｑ社株式 10,000千円  11,000千円 － その他有価証券 

Ｓ社株式 69,000千円  69,500千円 70,000千円 子会社株式 

Ａ社株式 11,000千円  11,800千円 12,900千円 関連会社株式 

  前期に取得したＱ社株式のすべてを当期に11,500千円で売却した。なお、その他有価証券の評価方法につい 

ては全部純資産直入法を採用している。 

２ Ｐ社は、×３年３月末にＳ社の発行済株式総数の75％を69,000千円で取得し、Ｓ社を子会社とした。 

  Ｓ社資本の推移は次のとおりである。 

 資本金 利益剰余金 

×３年３月31日 50,000千円 32,000千円 

×５年３月31日 50,000千円 48,000千円 

  なお、×３年３月末において、Ｓ社の保有する土地に10,000千円の評価益が生じている。 

３ ×６年３月末にＰ社はＳ社の発行済株式総数の５％を5,000千円で少数株主に売却した。売却による親会社の

持分の減少額と投資の減少額との差額は、関係会社株式の売却損益の修正として処理する。 

４ Ｐ社とＳ社の間の取引等 

 ⑴ Ｐ社のＳ社に対する商品の販売は、すべて掛けによって行われている。期中におけるＰ社からＳ社への売

上高は10,000千円、Ｓ社におけるＰ社からの仕入高は9,600千円である。両者の差額は、当期末においてＰ社

からＳ社への商品未達が存在することによる。 

   当期末現在のＳ社のＰ社に対する買掛金(商品未達分を含まない)は2,100千円であり、Ｐ社のＳ社に対する

売掛金は2,500千円である。なお、期首において未達は生じていない。 

 ⑵ Ｐ社のＳ社に対する売上利益率は、毎期10％である。Ｓ社における期首商品棚卸高に含まれるＰ社商品は

500千円、Ｓ社における期末商品棚卸高に含まれるＰ社商品は600千円(未達分を除く。)である。 

 ⑶ Ｐ社、Ｓ社ともに、毎期売掛金期末残高の２％の貸倒引当金を差額補充法によって計上している。Ｐ社の

Ｓ社に対する売掛金の期首残高は1,000千円である。 

 ⑷ Ｓ社が期中に利益剰余金から支払った配当金は、Ｐ社分も含めて2,000千円であった。 

５ Ｐ社は、×４年３月末にＡ社の発行済株式総数の30％を11,000千円で取得し、Ａ社を関連会社とした。 

  Ａ社資本の推移は次のとおりである。 

 資本金 利益剰余金 

×４年３月31日 20,000千円  7,000千円 

×５年３月31日 20,000千円 10,000千円 

  なお、×４年３月末において、Ａ社の保有する土地に5,000千円の評価益が生じている。 
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工 業 簿 記・原 価 計 算 

(商業簿記・会計学終了、休憩後開始 制限時間 １時間30分) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
  

解答は、すべて答案用紙に記入して必ず提出してください。
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受験 
番号 

         平成26年度 ラストスパート模試・第 2 予想

第137回対策 答案用紙 

 
生年月日      .  .  

           

           

 1  級 ① 

 商 業 簿 記  

氏名 
試験地(会議所名) 採 点 欄  

  ×     (ココヲトジル) ×

 

    
 

問１ 連 結 貸 借 対 照 表   

        ×６年３月31日 (単位：千円)

現 金 預 金  買 掛 金  

売 掛 金  貸 倒 引 当 金  

商 品  繰 延 税 金 負 債 ( 固 定 )  

繰 延 税 金 資 産 ( 流 動 )  そ の 他 負 債  

備 品  資 本 金  

土 地  利 益 剰 余 金  

の れ ん  少 数 株 主 持 分  

関 係 会 社 株 式      

      

 
 連 結 損 益 計 算 書   

 自×５年４月１日 至×６年３月31日 (単位：千円)

売 上 原 価  売 上 高  

販 売 費  持分法による投資利益  

貸 倒 引 当 金 繰 入  投 資 有 価 証 券 売 却 益  

一 般 管 理 費  そ の 他 の 収 益  

減 価 償 却 費  法 人 税 等 調 整 額  

の れ ん 償 却 額    

関 係 会 社 株 式 売 却 損       

法人税、住民税及び事業税       

少 数 株 主 利 益       

当 期 純 利 益 30,568     

      

 

 連結株主資本等変動計算書  

                自×５年４月１日 至×６年３月 31 日       (単位：千円) 

 資 本 金 利 益 剰 余 金 その他有価証券評価差額金 少数株主持分 

当期首残高  

当期変動額 －   

当期末残高  －  

問２ 

連結包括利益計算書  (単位：千円)     

自×５年４月１日 至×６年３月 31 日  (単位：千円)

少数株主損益調整前当期純利益 ( ) (注記)    

その他の包括利益：    その他有価証券評価差額金：    

その他有価証券評価差額金 (  ) 当期発生額 ( )

包括利益 ( ) 組替調整額 (  )

(内訳)      税効果調整前 ( )

親会社株主に係る包括利益 ( ) 税効果額 ( )

少数株主に係る包括利益 ( )   その他の包括利益合計 ( )
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受験 
番号 

         平成26年度 ラストスパート模試・第 2 予想

第137回対策 答案用紙 

 
生年月日      .  .  

           

           

 1  級 ② 

 会  計  学  

氏名 
試験地(会議所名) 採 点 欄  

  ×     (ココヲトジル) ×

 

    
第１問 

１ ２ ３ ４ ５ 

     

 

第２問 

問１ 

 ⑴ 振当処理による場合                               (単位：円) 

日付 借方科目 金額 貸方科目 金額 

×６年 

３/１ 

    

    

×６年 

３/31 

    

    

 ⑵ 独立処理による場合                               (単位：円) 

日付 借方科目 金額 貸方科目 金額 

×６年 

３/１ 

    

    

×６年 

３/31 

    

    

  ※ 解答上の注意 全ての空欄が埋まるとは限らない。 

 

問２ 

×５年度の株式報酬費用   円 

    

×６年度の株式報酬費用   円 

    

×７年度の株式報酬費用   円 

 

第３問 

問１ 

 

 

問２ 

 工事契約による事業活動は、工事の遂行を通じて        に結び付けることが期待されている投資

であり、そのような事業活動を通じて             から解放されることになる。 

 

工・原 2 - 3  
 

２．新設備のもとでの生産について 

当期末に導入し、翌期首に稼働を開始することを検討している新設備は、高性能の汎用機械であり、製品

Ａの他に製品Ｂを製造することもできる。新設備の取得原価は 28,200,000 円、耐用年数は３年、残存価額(耐

用年数到来時の見込売却価額)は０、減価償却は定額法による。また、下記のコストの他に、新設備に固有の

固定製造間接費(減価償却費を除く)が発生するが、その額は現有設備よりも年間 5,280,000 円高い。 

 製品Ａ 製品Ｂ 

１個あたり直接材料費 800 円 1,000 円 

１個あたり機械作業時間 ３時間 ４時間 

１時間あたり変動製造間接費 1,380 円 1,380 円 

新設備の年間最大生産能力 24,000 機械作業時間 

３．製品Ａおよび製品Ｂの販売について 

 製品Ａ 製品Ｂ 

販売単価 8,000 円 9,900 円 

１個あたり変動販売費 300 円 200 円 

市場需要量(年間) 12,000 個 5,000 個 

４．その他 

⑴ 直接材料費、直接労務費(固定給)、設備の減価償却費以外の製造間接費および変動販売費はすべて現金

支出費用である。 

⑵ すべてのキャッシュ・フローは年度末にまとめて発生すると仮定する。 

⑶ 正味現在価値の算定は当期末を現在時点として行い、加重平均資本コスト率は５％とする。割引率５％

の現価係数は以下のとおりとする。３年分の年金現価係数は 2.7232 であるとする。 

１年：0.9524 ２年：0.9070 ３年：0.8638 

⑷ 法人税等の税率は40％とする。当社は現在から将来にわたり会社全体で黒字を確保できる見込みである。 

 

問１ 現有設備で生産した場合の製品Ａ１個あたりの貢献利益を求めなさい。 

問２ 新設備で生産した場合の製品Ａ、製品Ｂそれぞれの１個あたりの貢献利益を求めなさい。 

問３ 最適な生産販売によって利益を最大化するためには、これまで通り現有設備で製品を生産すべきか、ある

いは現有設備を売却し、新設備で製品を生産すべきかを検討する。そこで、答案用紙の⑴～⑷のステップに

したがい、いずれの案を採用すべきかを正味現在価値法により判断しなさい。 

なお、本問での差額キャッシュ・フローとは、現有設備によって生産する案を基準として、新設備で生産

する案の差額キャッシュ・フローを意味する。 

問４ 最適な生産販売によって利益を最大化するためには、これまで通り現有設備のみで製品を生産すべきか、

あるいは現有設備に新設備を追加して、両設備の併用によって製品を生産すべきかを検討する。そこで、答

案用紙の⑴～⑷のステップにしたがい、いずれの案を採用すべきかを正味現在価値法により判断しなさい。 

なお、本問での差額キャッシュ・フローとは、現有設備のみによって生産する案を基準として、両設備の

併用によって生産する案の差額キャッシュ・フローを意味する。 
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( 
 

)ⅹ
－

 
( 

 
)ⅹ

修
繕

部
門

費

(ｙ
) 

 
( 

 
)ｙ

( 
 

)ｙ
( 

 
)ｙ

－
 

製
造

部
門

費
計

1
0

,1
0

0
 

 
ⅹ

 
ｙ

 

 

第
１

製
造

部
 

 
 

実
際

発
生

額
 

 
 

 

 
 

5
,6

0
0

万
円

 

予
算

差
異

 
 

 
 

 

( 
 

 
 

)万
円

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
＠

( 
 

 
)円

 
 

 
 

 
＠

( 
 

 
)円

 
 

 
 

 
 

 
 

 
固

定
費

予
算

 

 
 

 
 

 
3

,4
2

0
万

円

操
業

度
差

異
 

 
 

 
 

( 
 

 
 

)万
円

 
 

 
 

 

 
 

実
際

操
業

度
 

基
準

操
業

度
 

 

 
 

9
,0

0
0

時
間

9
,5

0
0

時
間

 

第
2

製
造

部
 

 
 

実
際

発
生

額
 

 
 

 

 
 

4
,4

5
0

万
円

 
 

予
算

差
異

 
 

 
 

 

( 
 

 
 

)万
円

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
＠

( 
 

 
)円

 
 

 
 

 
＠

( 
 

 
)円

 
 

 
 

 
 

 
 

 
固

定
費

予
算

 

 
 

 
 

 
2

,2
0

0
万

円
 

操
業

度
差

異
 

 
 

 
 

( 
 

 
 

)万
円

 
 

 
 

 

 
 

実
際

操
業

度
 

基
準

操
業

度
 

 

 
 

5
,2

5
0

時
間

5
,5

0
0

時
間
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合
格
ア
シ
ス
ト
ノ
ー
ト

 
 
 
 
 
ウ
ラ
予
想
 
原
価
計
算
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
合
格
ア
シ
ス
ト
ノ
ー
ト

 
 

 
 

 
ウ

ラ
予

想
 

原
価

計
算

 

１
１

１
 

代
替

材
料

へ
の

切
替

え
の

可
否

(完
全

操
業

状
態

の
場

合
) 

全
体

の
流

れ
を

考
慮

し
て

、
次

の
よ

う
な

手
順

に
よ

る
と

ス
ム

ー
ス

に
解

答
を

進
め

る
こ

と
が

で
き

ま
す

。
 

１
．

製
品

Ｘ
１

個
あ

た
り

の
直

接
労

務
費

か
ら

、
材

料
α

を
使

用
し

た
場

合
に

比
べ

て
、

材
料

β
を

使
用

す
る

と
直

接
作

業
時

間
が

( 
 

)

分
の

( 
 

)に
短

縮
さ

れ
る

こ
と

が
わ

か
り

ま
す

。
 

し
た

が
っ

て
、

材
料

β
を

使
用

す
れ

ば
材

料
α

を
使

用
す

る
場

合
と

比
較

し
て

( 
 

)倍
の

量
の

製
品

Ｘ
を

製
造

す
る

こ
と

が
で

き
ま

す
。
 

つ
ま

り
、

材
料

β
を

使
用

し
て

製
品

Ｘ
を

製
造

開
始

し
た

後
に

、
材

料
α

を
使

用
し

て
製

品
Ｘ

１
個

を
製

造
す

る
と

し
た

場
合

に
は

、
材

料
β

に
よ

る
製

品
Ｘ

の
製

造
を

( 
 

 
 

)個
犠

牲
に

す
る

こ
と

に
な

り
ま

す
。

 

 ２
．

本
問

で
は

、
完

全
操

業
状

態
の

も
と

で
製

品
製

造
を

行
っ

て
い

る
た

め
、

( 
 

 
 

 
 

)と
( 

 
 

 
 

 
)は

、
そ

れ
が

変
動

費
で

あ
る

か
固

定
費

で
あ

る
か

に
か

か
わ

ら
ず

、
無

関
連

原
価

(埋
没

原
価

)と
な

り
ま

す
。

 

材
料

β
に

よ
る

製
品

Ｘ
１

個
の

製
造

を
犠

牲
に

し
た

場
合

に
失

う
利

益
額

：
 

＠
( 

 
 

 
 

)円
(＝

＠
( 

 
 

 
 

)円
(販

売
価

格
)－

＠
( 

 
 

 
 

)円
(材

料
β

の
購

入
価

格
))

 

 ３
．

材
料

α
は

今
後

も
3

,0
0

0
円

/
個

で
購

入
可

能
で

す
。

そ
の

た
め

、
材

料
α

を
使

用
し

た
場

合
の

製
品

Ｘ
１

個
あ

た
り

の
直

接
材

料
費

よ

り
、

( 
 

)個
の

材
料

α
を

消
費

し
て

製
品

Ｘ
を

製
造

し
て

い
る

こ
と

が
わ

か
り

ま
す

。
 

し
た

が
っ

て
、

材
料

α
を

使
用

し
て

製
品

Ｘ
１

個
を

製
造

・
販

売
し

た
場

合
に

、
材

料
α

を
消

費
し

な
け

れ
ば

得
ら

れ
た

は
ず

の
材

料
α

の
売

却
収

入
は

( 
 

 
 

 
)円

(＝
＠

1
,5

0
0

円
(材

料
α

の
売

却
価

格
)×

( 
 

)個
)と

な
り

ま
す

。
 

 ４
．

仮
に

材
料

β
に

よ
る

製
品

Ｘ
の

製
造

・
販

売
を

開
始

し
た

後
に

、
在

庫
に

あ
る

材
料

α
を

用
い

て
製

品
Ｘ

１
個

を
製

造
す

る
こ

と
の

機

会
原

価
は

( 
 

 
 

 
)円

(＝
＠

( 
 

 
 

 
)円

×
( 

 
 

 
)個

＋
( 

 
 

 
 

)円
)と

な
り

ま
す

。
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

上
記

の
１

.と
２

.よ
り

 
 

 
 

 
上

記
３

.よ
り

 

 ５
．

Ａ
案

の
採

用
可

否
の

検
討

 

在
庫

に
あ

る
材

料
α

を
用

い
て

製
品

Ｘ
１

個
を

製
造

す
る

案
の

差
額

利
益

を
計

算
し

ま
す

。
 

差
額

収
益

 
( 

 
 

 
 

 
)円

(製
品

Ｘ
の

販
売

価
格

) 

機
会

原
価

 
( 

 
 

 
 

 
)円

 

差
額

利
益

 
( 

 
 

 
 

 
)円

 

 ６
．

Ａ
案

が
有

利
と

な
る

た
め

の
製

品
Ｘ

の
販

売
価

格
の

条
件

 

製
品

Ｘ
の

販
売

価
格

を
Ｓ

と
お

く
と

、
 

(Ｓ
－

( 
 

 
 

 
)円

(材
料

β
の

購
入

価
格

))
×

( 
 

)個
＋

( 
 

 
 

 
)円

 
 

 
＜

 
 

 
 

Ｓ
 

 
 

機
会

原
価

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 差

額
収

益
 

∴
 

 
Ｓ

 
 

＜
 

 
( 

 
 

 
 

)円
 

 １
2

１
 

連
産

品
の

追
加

加
工

の
可

否
に

つ
い

て
の

意
思

決
定

 

１
．

各
製

品
の

追
加

加
工

に
よ

っ
て

増
加

す
る

収
益

の
計

算
 

(１
) 

連
産

品
Ａ

を
追

加
加

工
し

て
販

売
す

る
場

合
の

差
額

利
益

 

 
追

加
加

工
し

て
販

売
 

 
 

そ
の

ま
ま

販
売

 
差

額
 

売
上

高
 

( 
 

 
 

)万
円

＊
１
 

 
 

( 
 

 
 

)万
円

＊
３
 

( 
 

 
 

)万
円

 

追
加

加
工

費
 

( 
 

 
 

)万
円

＊
４
 

 
 

－
 

( 
 

 
 

)万
円

 

 
 

 
 

 
( 

 
 

 
)万

円
 

＊
１

 
＠

4
,5

0
0

円
(製

品
Ｘ

の
販

売
価

格
)×

( 
 

 
 

 
)k

g
＊

２
×

0
.8

(第
２

工
程

の
歩

留
率

)＝
( 

 
 

 
)万

円
 

＊
２

 
第

１
工

程
の

連
産

品
Ａ

の
生

産
量

：
2

0
,0

0
0

㎏
×

５
 ㎏

(連
産

品
Ａ

)

1
0
 ㎏

(原
料

α
投

入
量

) 
＝

( 
 

 
 

 
)㎏

 

＊
３

 
＠

3
,0

0
0

円
(連

産
品

Ａ
の

販
売

価
格

)×
( 

 
 

 
)k

g
＝

( 
 

 
 

)万
円

 

＊
４

 
＠

1
,5

0
0

円
(変

動
製

造
間

接
費

)×
0

.2
時

間
(投

入
量

１
㎏

に
対

す
る

加
工

時
間

)×
( 

 
 

 
)k

g
＝

( 
 

 
 

)万
円

 

(２
) 

連
産

品
Ｂ

を
追

加
加

工
し

て
販

売
す

る
場

合
の

差
額

利
益

 

 
追

加
加

工
し

て
販

売
 

 
 

そ
の

ま
ま

販
売

 
差

額
 

売
上

高
 

( 
 

 
 

)万
円

＊
１
 

 
 

( 
 

 
 

)万
円

＊
３
 

( 
 

 
 

)万
円

 

追
加

加
工

費
 

( 
 

 
 

)万
円

＊
４
 

 
 

－
 

( 
 

 
 

)万
円

 

 
 

 
 

 
( 

 
 

 
)万

円
 

＊
１

 
＠

8
,0

0
0

円
(製

品
Ｙ

の
販

売
価

格
)×

( 
 

 
 

)k
g

＊
２
×

0
.6

(第
２

工
程

の
歩

留
率

)＝
( 

 
 

 
)万

円
 

＊
２

 
第

１
工

程
の

連
産

品
Ｂ

の
生

産
量

：
2

0
,0

0
0

㎏
×

３
 ㎏

(連
産

品
Ｂ

)

1
0
 ㎏

(原
料

α
投

入
量

) 
＝

( 
 

 
 

)㎏
 

＊
３

 
＠

4
,0

0
0

円
(連

産
品

Ｂ
の

販
売

価
格

)×
( 

 
 

 
)k

g
＝

( 
 

 
 

)万
円

 

＊
４

 
＠

1
,5

0
0

円
(変

動
製

造
間

接
費

)×
0

.3
時

間
(投

入
量

１
㎏

に
対

す
る

加
工

時
間

)×
( 

 
 

 
)k

g
＝

( 
 

 
 

)万
円

 

 ２
．

希
少

資
源

単
位

あ
た

り
の

利
益

 

連
産

品
Ａ

を
追

加
加

工
す

る
場

合
：

( 
 

 
 

)万
円

÷
（

0
.2

時
間

×
( 

 
 

 
)k

g
）

＝
( 

 
 

 
)円

/
時

間
 

連
産

品
Ｂ

を
追

加
加

工
す

る
場

合
：

( 
 

 
 

)万
円

÷
（

0
.3

時
間

×
( 

 
 

 
)k

g
）

＝
( 

 
 

 
)円

/
時

間
 

よ
っ

て
、
連

産
品

( 
 

)を
優

先
的

に
追

加
加

工
し

、
生

産
余

力
で

連
産

品
( 

 
)を

追
加

加
工

す
れ

ば
よ

い
と

い
う

こ
と

に
な

り
ま

す
。

 

 ３
．

最
適

な
追

加
加

工
の

決
定

 

連
産

品
Ａ

( 
 

 
 

 
)㎏

 

連
産

品
Ｂ

( 
 

 
 

 
)㎏

 

 ４
．

差
額

原
価

収
益

分
析

 

(1
) 

連
産

品
Ａ

の
追

加
加

工
に

よ
る

差
額

利
益

 

 
 

 
連

産
品

Ａ
は

そ
の

全
量

が
追

加
加

工
さ

れ
る

た
め

、
上

記
１

.(
1

)と
同

じ
計

算
結

果
に

な
り

ま
す

。
 

(2
) 

連
産

品
Ｂ

の
追

加
加

工
に

よ
る

差
額

利
益

 

 
一

部
の

( 
 

 
 

)㎏
を

追
加

加
工

し
て

販
売

 
そ

の
ま

ま
販

売
 

 
差

額
 

売
上

高
 

( 
 

 
 

)万
円

＊
１
 

( 
 

 
 

)万
円

＊
３

 
( 

 
 

 
)万

円
＊

５
 

追
加

加
工

費
 

( 
 

 
 

)万
円

＊
４
 

－
 

 
( 

 
 

 
)万

円
＊

４
 

 
 

 
 

( 
 

 
 

)万
円

＊
４
 

＊
１

 
追

加
加

工
の

う
え

販
売

す
る

分
：

＠
8

,0
0

0
円

(製
品

Ｙ
の

販
売

価
格

)×
( 

 
 

 
)k

g
×

0
.6

(第
２

工
程

の
歩

留
率

)＝
( 

 
 

 
)万

円
 

追
加

加
工

さ
れ

ず
に

販
売

す
る

分
：

＠
4

,0
0

0
円

(連
産

品
Ｂ

の
販

売
価

格
)×

( 
 

 
 

)k
g

＊
２
＝

( 
 

 
 

)万
円

 

合
計

 
( 

 
 

 
)万

円
＋

( 
 

 
 

)万
円

＝
( 

 
 

 
)万

円
 

＊
２

 
6

,0
0

0
㎏

(連
産

品
Ｂ

の
生

産
量

)－
( 

 
 

 
)㎏

(追
加

加
工

分
)＝

( 
 

 
 

)㎏
 

＊
３

 
＠

4
,0

0
0

円
(連

産
品

Ｂ
の

販
売

価
格

)×
( 

 
 

 
)k

g
＝

( 
 

 
 

)万
円

 

＊
４

 
＠

1
,5

0
0

円
(変

動
製

造
間

接
費

)×
0

.3
時

間
(投

入
量

１
㎏

に
対

す
る

加
工

時
間

)×
( 

 
 

 
)k

g
(追

加
加

工
分

)＝
( 

 
 

 
)万

円
 

＊
５

 
追

加
加

工
さ

れ
ず

に
販

売
す

る
分

の
売

上
高

で
あ

る
( 

 
 

 
)万

円
は

、
い

ず
れ

に
お

い
て

も
発

生
す

る
た

め
、

そ
れ

を
除

い
 

て
計

算
し

て
も

差
額

収
益

の
金

額
は

同
じ

に
な

り
ま

す
。
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